
～多様な教員が活躍する学校をめざして～

特別免許状等の
活用に関する事例集



特別免許状授与の指針
特別免許状の授与に係る教育職員検定の基準は、都道府県教育委員会ご

とに定められていますが、全国的に制度の活用が進んでいるとはいえない状況

を踏まえ、文部科学省において「特別免許状の授与に係る教育職員検定等に

関する指針」を示しました。（平成２６年）

平成２６年に指針を定めた結果、平成２７年度は特別免許状の授与件数が増加しました。

（平成２６年度の授与件数９２件、平成２７年度の授与件数２１５件）

『教員としての資質の確認』

①　教科に関する専門的な知識経験または技能

→学校又は在外教育施設において教科に関する授業に携わった経験（概ね

６００時間以上）または、教科に関する専門分野に関する職務経験（概ね３年

以上）のいずれかを有していることを確認します。

②　社会的信望、教員の職務を行うのに必要な熱意と識見

→推薦状や志願理由書により確認します。

『学校教育の効果的実施の確認』

→任命者または雇用者による推薦状により、授与候補者を学校現場へ配置する

ことにより、学校教育が効果的に実施されることを確認します。

『第三者の評価を通じた資質の確認』

→学識経験者や学校管理職との面接により、授与候補者の教員としての資質を

確認します。

特別免許状授与の仕組みづくりとして、域内の市区町村教育委員会や学校との連

携、特別免許状申請に係る手続きの整備及び周知を行うことや、特別免許状所有者

が学校現場にて円滑に勤務ができるよう、特別免許状所有者向けの研修の実施や、

日本語が不十分な特別免許状所有者への支援体制の充実について示しています。

「特別免許状の授与に係る教育職員検定等に関する指針」の全文は、文部科学省ホームページに

掲載しています。（ＰＤＦ形式）

（http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/23/1348574_3.pdf）
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　大学等において教職課
程を履修し、所要資格（学
位等と必要単位数の修得）
を得て、都道府県教育委
員会に申請を行うことによ
り授与されます。

　任命又は雇用をしようと
する者（教育委員会や学校
長等）の推薦に基づいて教
育委員会が実施する教育
職員検定に合格した者に
対して授与されます。

　各学校種と職種の免許状があり、専
修、一種、二種（高等学校は専修と一種の
み）の区分があります。
　既に有している普通免許状の教員経験
を元に、通常より少ない単位数により、上
位区分、隣接学校種、同校種他教科の免
許状の授与を受けることが可能です。※1

　幼稚園、養護教諭、栄養教諭、特別支援
学校の特別支援教育領域の特別免許状
はありません。
　小学校であっても教科ごとに授与され
ます。（特別活動などの教科外活動を担任
することも可能です。）
　特別免許状の授与を受けた後に、３年
以上の教員経験と必要な単位数を修得す
ることにより、当該校種の普通免許状（専
修又は一種）の授与を受けることが可能で
す。※2

特別免許状とは
特別免許状とは、学校教育の多様化への対応や活性化を図ることを目的とし

て、大学等の教職課程を履修していないが、担当する教科に関連する専門的な

知識技能や経験を有している人を教員として学校に迎え入れるための「教諭」

の免許状です。（昭和６３年に創設）

特別免許状は、小学校、中学校、高等学校の全ての教科と、特別支援学校

の全ての自立教科及び自立活動について授与することができます。特別免許

状の授与に当たっては、都道府県教育委員会が行う教育職員検定に合格する

必要があります。

特別免許状と普通免許状（大学等の教職課程を履修して授与される免許状）との比較
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